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中期目標・中期計画一覧表 
 

（法人番号 60）  （大学名） 奈良女子大学        

      

中期目標 中期計画 
（前文）大学の基本的な目標 
奈良女子大学は1949年（昭和24年）に発足し、「女子

の最高教育機関として、広く知識を授けるとともに、専

門の学術文化を教授、研究し、その能力を展開させると

ともに、学術の理論及び応用を教授、研究し、その深奥

を究めて、文化の進展に寄与すること（学則）」を目的と

して教育研究活動を行ってきた。 

 さらに、社会における女性の知的自立と知的展開能力

の獲得を目指し、時代状況や社会の変化に柔軟に対応し、

また、社会からの要請に応えていくため、次の四つの基

本理念を掲げている。 

理念１ 男女共同参画社会をリードする人材の育成 

－女性の能力発現をはかり情報発信する大学へ－

理念２ 教養教育、基礎教育の充実と専門教育の高度化

理念３ 高度な基礎研究と学際研究の追究 

理念４ 開かれた大学 

－国際交流の推進と地域・社会への貢献－ 
 奈良女子大学は、この基本理念に基づき、次の事項を

基本的な中期目標として定める。 

1）社会のリーダーとして男女共同参画社会の実現に貢

献し活躍する女性人材を育成する。また、女性のラ

イフサイクルに配慮した教育研究環境の整備、女性

教員比率の向上を図り、男女共同参画社会実現の先

行モデルとなる。 

2）学士課程においては、体系的に構築された専門教育、

キャリア教育と教養教育により、幅広い分野で活躍

できる女性人材を育成する。大学院課程においては、
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高度な専門教育を行い、国際的にも活躍できる研究

者・高度専門職業人として男女共同参画社会をリー

ドし活躍する女性人材を育成する。 

3）国際的水準の個性的、独創的な基礎研究や応用研究

を推進するとともに、本学の特徴を生かした分野横

断的な研究を展開する。 

4）地域に開かれた大学として、社会連携を推進すると

ともに、アジア諸国を中心とした国際交流を推進す

る。 

5）社会の要請や時代の変化に柔軟に対応できるよう、

必要に応じて教育研究組織や業務全般の見直しを行

い、効率的な組織運営を図る。 
◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

１ 中期目標の期間 

  中期目標の期間は、平成22年4月1日から平成28年3

月31日までの６年間とする。 

２ 教育研究組織 

  中期目標を達成するため、別表１に記載する学部及

び研究科を置く。 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 
（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 
【学士課程】 

○教育課程・教育内容に関する目標 

・教養教育・専門教育・キャリア教育等の体系的連携

を推進し、社会のリーダーとして活躍できる豊かな

人間性を備えた女性人材育成のための教育を実施す

る。 
 
 
 
 
○入学者受入れに関する目標 
 ・大学の基本理念、目的、特色等に応じてアドミッシ

ョン・ポリシーを明確化し、入学者受入れを工夫す

る。 
○留学生の受入れに関する目標 

【学士課程】 
○教育課程・教育内容に関する具体的方策 

・入学から卒業までの一貫した教育課程の編成を行うためのカリキュラム・ポリシーを策定し、教養教育科目、

専門教育科目、キャリア教育科目の連携の下、知識を深め、汎用的技能、能動的態度、創造的思考力を培う

教育を行う。 

・社会のリーダーとして活躍できる豊かな人間性を備えた女性人材を育成するために、教養教育を充実させる。 

・初年次教育を強化するとともに専門基礎科目を設定し積極開放科目を活用するなど、専門教育と教養教育と

の連携を強化する。 
・ディプロマ・ポリシーを策定するとともに、PDCAサイクルが組織的に稼働する体制を整備する。 

○入学者受入れに関する具体的方策 
 ・アドミッション・ポリシーをカリキュラム・ポリシー並びにディプロマ・ポリシーとの連関の中で見直し、

明確化する。 

 ・入学者選抜方法を工夫するとともに、必要に応じ入学定員等を見直す。 

○留学生の受入れに関する具体的方策 
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・留学生の受入れを推進する。 
○教育方法・学習方法に関する目標 
 ・教育効果を高めるために授業形態・学習指導法を改

善する。 
 
 
 

○教育成果・学習成果の検証に関する目標 

・PDCAサイクルを稼働させる枠組みを構築し、教育成

果・学習成果を検証する。 

 
○成績評価に関する目標 
 ・成績評価基準を改訂し、それに基づく厳格な成績評

価を実施する。 
○卒業後の進路等に関する目標 
 ・現代社会が要請する新しい職業分野への進路にも対

応できる専門的能力等を培う。 

 ・支援体制の更なる整備を行うなどして、アジア諸国を中心とする留学生の受入れを積極的に進める。 

○教育方法・学習方法に関する具体的方策 
 ・学習支援室を新設し、かつ、教育計画室、FD 推進室等と連携し、能動的な学習に配慮した学習指導を推進

する。 

・講義と演習・実習・実験等を組み合わせる形態の４単位科目を新設し、またe-Learningを活用した授業を

開講する等、多様な教育方法を実践する。 

○教育成果・学習成果の検証に関する具体的方策 

 ・全学FD推進室を中心として、３学部各FD委員会において教育成果・学習成果に対する学生アンケートや各

種調査等を実施するなどPDCAサイクルを稼働させ、また教育理念の達成度、社会的要請や時代の変化への

対応度を検証する。 
○成績評価に関する具体的方策 
 ・教育計画室に成績評価基準策定チームを設置し、具体的な成績評価基準を策定するとともに、厳格な成績評

価を実施する体制を見直し、整備する。 
○卒業後の進路等に関する具体的方策 

・新しい職業分野に対応できる女性人材を育成するため、キャリア教育科目等を充実し、かつ、汎用性のある

専門的能力等を培う教育を行う。 

【大学院課程】 

○教育課程・教育内容に関する目標 

・専門的能力のみならず、実践力を持つ高度専門職業

人・研究者として男女共同参画社会をリードし活躍

できる女性人材育成のための教育を実施する。 
 
 
○入学者受入れに関する目標 
・大学院の基本理念、目的、特色等に応じてアドミッ

ション・ポリシーを明確化し、入学者受入れを工夫

する。 
○社会人、留学生等の受入れに関する目標 
 ・社会人や留学生等に配慮した弾力的な履修形態、修

業年限、資金的援助の拡大を設定することにより、

社会人、留学生等の受入れを推進する。 
○教育方法に関する目標 
 ・教育効果を高めるために、多様な授業形態を導入し

学習指導法を改善する。 
○教育成果の検証に関する目標 

・組織的枠組みを構築し、教育の成果を検証する。 

【大学院課程】 

○教育課程・教育内容に関する具体的方策 

  ・多様な教育需要に応じた履修コースの設定、複数教員指導体制、弾力的な修業年限等の教育システムの改善

等を引き続き実施する。 

・学際的応用力、実践力を培う科目を配置するなど高度専門職業人育成に対応した教育を充実する。 

・専門知識を身につける科目、広い視野を身につける科目、キャリア形成を支援する科目、分野別外国語力を

培う科目、論文作成を指導する科目等を設定するなど科目の役割を明確にする。 
○入学者受入れに関する具体的方策 

  ・アドミッション・ポリシーを明確化し、入学者選抜方法を工夫する。 

  ・秋季入学を実施する。 

  ・大学院教育の質の向上のため、入学定員を見直す。 

○社会人、留学生等の受入れに関する具体的方策 

 ・社会人の受入れを推進するため、女性のライフサイクルにも配慮し、弾力的な修業年限を設定する。また、

諸外国の高等教育機関・研究者等との連携を強化するとともに、アジア諸国を中心に留学生の受入れを推進

し、適切な入試を行うなどして質を確保する。 

○教育方法に関する具体的方策 
 ・引き続きe-Learningを利用した授業等を実施するなど多様な形態の授業を実施する。また、学生と副指導

教員の関わりを増やすなど複数教員指導体制を強化する。 

○教育成果の検証に関する具体的方策 

・全学FD推進室を中心として、人間文化研究科FD委員会において教育の成果・効果に対する学生アンケート
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○成績評価等に関する目標 
・明確な成績評価基準により、厳格な成績評価を実施

する。また博士号申請基準を定期的に見直す。 
 
○学位授与の円滑化に関する目標 
・組織的に学位授与に関する現状を把握して改善策を

講ずるとともに、学生支援を充実する。 

 

○修了後の進路等に関する目標 

・女性の高度専門職業人・研究者を育成する。 

や各種調査等を実施するなど PDCA サイクルを稼働させ、また教育理念の達成度、社会的要請や時代の変化

への対応度を検証する。 

○成績評価等に関する具体的方策 
 ・より具体的な成績評価基準を策定する。また学位審査においては外部委員を活用し、厳格な審査を行う。博

士号申請基準を博士論文執筆指導要領の改訂時に見直す。 
○学位授与の円滑化に関する具体的方策 
 ・学生の研究進捗状況を把握するシステムを継続して運用し、かつ、学位授与に関して学生と教員にアンケー

トを行うなどして現状を把握し、より客観的な学位取得基準を策定する。また「博士候補」を優先的に RA

に採用するなど、学生支援を充実する。 

○修了後の進路等に関する具体的方策 

 ・女性の高度専門職業人・研究者のキャリア形成・開発の支援体制を強化する。 

（２）教育の実施体制等に関する目標 （２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

○教職員等の配置に関する目標 
 ・教育理念・教育目標を達成するために適切な教職員

等の配置を行う。 
 
○教育環境の整備に関する目標 
 ・教育理念・教育目標を達成するために教育環境の整

備充実を行う。 
 
 
○教育の質の改善のためのシステムに関する目標 
・教育関連の室の連携により、教育の質を改善する。

○教職員等の配置に関する具体的方策 
 ・教育理念・教育目標に基づく質の高い教育を実施するために、適切な教職員の配置を行う。 

  ・教育の実施体制を強化するために、TA制度を充実するとともに新たにSA（学部学生補助員）制度を導入す

る。 

○教育環境の整備に関する具体的方策 
 ・既存施設設備等を有効活用するとともに、教育目標の実現に必要な施設、設備（機器）、図書、視聴覚教材

等を整備する。 
 ・子育て支援システムの継続実施、外部保育施設との連携など、女性のライフサイクルに配慮した教育研究環

境を整備・充実する。 
○教育の質の改善のためのシステムに関する具体的方策 
 ・教育計画室との連携の下で、FD推進室が実施する新人教員研修、FD研修会、学生の授業評価を効果的に活

用する体制を構築する。 

（３）学生への支援に関する目標 （３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

○学生への学習支援に関する目標 
 ・多様な学生に対応した学習面での支援体制を充実す

る。 
 
 
○学生への生活支援・就職支援に関する目標 
・生活面・就職面におけるきめ細かな学生支援体制を

充実する。 

○学生への学習支援に関する具体的方策 
 ・学生への学習支援を実施するために学習支援室を設置し、教育や学生支援を所管する室等との連携により、

学習支援体制を整備するとともに、学生相談室、クラス担任等の積極的関わりにより、入学から卒業（修了）

までの各段階に応じ、多様な学生に対応した適切な学習相談・指導・支援を充実する。 
 ・チューター制度を拡充するなど社会人、留学生、編入学生、障害を持つ学生に対する支援体制を充実する。 
○学生への生活支援・就職支援に関する具体的方策 
 ・学生生活支援室、就職支援室、障害学生支援室等を中心として、障害をもつ学生を含めた学生の生活・就職

に対する指導・支援体制を整備・充実する。 
 ・学生に対する育児奨学金制度等を導入する。 

 ・メンタル・ヘルスを含めた学生の健康管理体制を充実する。 
２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 
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（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 
○目指すべき研究の水準及び方向性に関する目標 
 ・個性的かつ独創的な研究課題の策定に努め、高度な

水準の基礎的・応用的研究及び学際研究を推進する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○研究成果の社会への還元に関する目標 

・研究成果を国内外に広く発信し、「知的資源」の社会

への還元を図る。 

○目指すべき研究の水準及び方向性 
 ・基礎研究と応用研究をそれぞれ深化させるとともに、それらの連携・融合による学際研究を推進する中で、

以下の方向性を追究する。 
  １）高度な水準の基礎的・応用的研究を充実させる。 
  ２）研究者の個性を活かした独創的研究を育成する。 
  ３）真理を探究し、文化の発展に寄与する学問を追究する。 
  ４）社会の現代的諸課題の解決に寄与する研究を推進する。 
 ・女性研究者に対する要請が高い領域や女性の進出の少ない分野の研究を推進する。 
○大学として重点的に取り組む領域 
 ・学長を中心に以下の研究分野を重点領域として策定する。 

１）奈良の地に基本的視座を据えて、古代学を基盤として飛鳥時代から平城京、更に中世の南都を経て現

代に至るまでを、近畿圏から東アジア圏、さらには欧米圏を含む広範な視野のもとに総合的に研究す

る「なら学」を推進するとともに、理系の技術を融合した新たな視点からの研究を創出、推進する。 
２）衣・食・住・医や家族環境など、生活を取り巻く様々な諸問題に関する基礎的・応用的研究を進め、

先端科学と生活視点の融合による、人間の近接環境と生体の調節機能の研究を推進する。 
３）自然界の各階層における諸現象を対象とする基礎的・応用的研究、並びに、人間と環境との共生を図

るための自然科学的見地からの研究を推進する。 
４）アジアにおけるジェンダーに関する諸課題について、国内外の共同研究を推進する。 

○研究成果の社会への還元に関する具体的方策 
・研究成果を効果的に社会に発信・還元するためのシステムを充実・強化する。 

（２）研究実施体制等に関する目標 （２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 
○適切な研究者の配置に関する目標 
 ・研究目標・課題を達成するために、適切に研究者を

配置する。 
○研究環境の整備に関する目標 
 ・研究を効果的に進めるための設備等の充実を図る。

 
 
○研究の質の向上システムに関する目標 
 ・研究評価システムを改善し、質の向上につなげる。

 
○知的財産に関する目標 
 ・知的財産の創出、活用及び管理を推進する。    

○適切な研究者の配置に関する具体的方策 
 ・幅広い学問分野における教育に配慮するとともに、研究目標・課題を達成するために教員組織の見直しを含

め、適切に研究者を配置する。   
○研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策 
 ・学内施設の有効活用を促進し、共通実験設備などを含む研究基盤設備を整備・充実し、研究環境の見

直しと改善を進める。 

・女性のライフサイクルに配慮した研究環境を整備する。 

○研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策 
・研究活動等の状況や問題点を把握するための評価システムに基づき、組織や教員個人の研究活動を促進する

ための物的・人的両面からの支援を行う。 
○知的財産の創出、管理及び活用に関する具体的方策 
・知的財産の管理運営体制のもと、知的財産の創出、活用を促進する。 

３ その他の目標 ３ その他の目標を達成するための措置 
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（１）社会との連携や社会貢献に関する目標 （１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 
・地域社会との連携を図り、地域貢献を推進するとと

もに、大学が保有する研究成果を公開し産学官連携

を推進する。 

○地域社会等との連携・協力、社会貢献等に係る具体的方策 
・地方自治体等との連携を強化しながら、地域社会の生涯学習ニーズに積極的に応えるために諸分野における

地域貢献を推進する。 
・大学間並びに大学以外の諸機関との連携を強化する。 
・重要文化財である記念館等学内の歴史的遺産、及び教育・学術に関する文化的資源を整備し、社会に

公開する。 
○産学官連携の推進に関する具体的方策 
 ・社会連携センターを中心として、近隣の諸機関と協力し、共同研究を推進する。さらに、大学が保有する知

的シーズの発信を促進するとともに、民間等の他機関からのニーズにも対応する。 
（２）国際化に関する目標  
・教育・研究に関する国際的な交流・連携・協力活動

を推進する。 
 

（２）国際化に関する目標を達成するための措置 

 ・国際交流計画を策定し、それに基づいて、アジア諸国を中心とする海外の諸大学等との教育研究上の交流を

促進する。 

 ・留学生の受入れの強化に向けて、支援体制を整備する。 

（３）附属学校に関する目標 

○教育活動に関する目標 
・国立大学の附属学校としての社会的責任を果たすべ

く、社会的要請等を考慮し、これまで附属学校が積

み重ねてきた理論的・実践的成果を踏まえつつ、我

が国の幼児・初等・中等教育が直面している諸課題

に先導的に取り組む。 

 
○学校運営の改善に関する目標 
・学長のリーダーシップによるマネジメントのもと、

附属学校部を中心として、大学と一体となった学校

運営を行う。 

○大学・附属学校間、附属学校同士間の連携・協力に関

する目標 

 ・大学の指導のもと、大学と附属学校間、附属学校同

士間の連携・協力関係を強化する。 

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置 

○教育活動に関する目標を達成するための具体的方策 
 ・附属学校部の統括のもと、附属学校において幼児・初等・中等教育における先導的な実践・研究を推進する。 
  １）附属中等教育学校では、６年一貫教育を推進し、中等教育の新たな発展と創造を目指す。 
  ２）附属小学校では、「学習法」の伝統を生かした実践的教育を行い、初等教育の改善に指導的役割を果た

す。 
  ３）附属幼稚園では、幼児の主体性・個性を重視する教育によって、幼児教育の先導的使命を担う。 

４）異校種間の接続教育・一貫教育に関する先導的な実践・研究を推進し、国の教育政策の推進に寄与する。 
○学校運営の改善に関する具体的方策 
 ・学長のリーダーシップによるマネジメントのために附属学校運営会議を設置し活用するとともに、附属学

校部を中心として、学校評価制度を活用しつつ、大学と一体となった附属学校運営の効率化・改善を行う。 

 

○大学・附属学校間、附属学校同士間の連携・協力に関する具体的方策 

  ・大学と附属学校は、附属学校部を中心として、教育活動における連携・協力関係を強化する。 

・大学は附属学校を活用した研究を推進するとともに、附属学校同士間は、大学の指導のもと、研究活動にお

ける連携・協力関係を強化する。 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 組織運営の改善に関する目標 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 
○組織運営に関する目標 
 ・学長を中心とし、法人全体をマネジメントする柔軟

で機動的な組織運営を行う。 

○組織運営に関する具体的方策 
 ・学長を中心に、法人全体をマネジメントする柔軟で機動的な運営体制のもとで、企画・立案・実施の組織を

統括する。 
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○教育研究組織の見直しに関する目標 

 ・全学的な見地から教育研究組織について見直しを行

う。 

○学内の資源配分に関する目標 
 ・教育研究の活性化の観点から、学内諸資源の適正な

配分方針を定め、その方針に沿った運用を行う。 

○教職員の人事に関する目標 

 ・柔軟で多様な人事制度の運用により、教職員の計画

的かつ適正な配置を図る。 
 

○男女共同参画推進に関する目標 

・学内外における男女共同参画を推進する。 

 ・経営協議会における運用の工夫改善や意見の内容及びその法人運営への反映状況などの情報の公表等によ

り、学外者の意見の一層の活用を図る。 
 ・監事監査や内部監査等の監査結果を運営改善に反映するサイクルを構築する。 

○教育研究組織の見直しに関する具体的方策 
 ・学問諸分野の発展、社会的要請、経営的な観点などの諸要因を総合的に勘案し、全学的な見地から教育研究

組織の見直しを行う。特に人間文化研究科においては、入学定員適正化の観点も含めて組織を見直す。 
○学内の資源配分に関する具体的方策 
・教育研究の活性化の観点から、全学的な方針・計画に沿った学内資源の配分方針を定め、この方針に沿った

運用を行い、学内諸資源を有効に活用する。 
○教職員の人事に関する具体的方策 
 ・任期制や公募制を含む柔軟で多様な人事制度の運用により、教職員の計画的かつ適正な配置を行う。 
 ・女性教員比率を30％以上にする。 
・人事評価システムにより評価を行い、待遇面に反映させる。 

○男女共同参画推進に関する具体的方策 

・男女共同参画推進のため、学内の組織や制度を見直す。 
・他機関等と男女共同参画推進活動における連携を推進する。 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 
 ・事務処理の効率化・合理化を図る。 

 ・事務組織の機能・編成を見直す。 

・契約手続の適正化を図る。 

・事務処理の電子情報化等により効率化・合理化を行う。 

・各部署に応じた事務組織と職員配置等について、その機能・編成を見直す。 

・随意契約の適正化を推進する。 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関

する目標 
１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

・外部研究資金等の積極的な確保に努め、自己収入の

増加を図る。 
・研究助成関係の公募情報を学内に周知し、積極的応募を促進するとともに、研究成果やシーズなどの学外へ

の広報を強化し、受託研究費、奨学寄附金などの外部資金の獲得を促進する。 
２ 経費の抑制に関する目標 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）人件費の削減 

・「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推

進に関する法律」（平成18 年法律第47 号）に基づき、

平成18 年度以降の５年間において国家公務員に準じ

た人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改

革に関する基本方針2006」（平成18年７月７日閣議

決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件

費改革を平成23年度まで継続する。 

（２）人件費以外の経費の削減 

・事務処理の効率化や学内の施設設備を効率的に利用

（１）人件費の削減 

・「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18 年法律第47 号）に基づき、

国家公務員に準じた人件費改革に取り組み、平成18 年度からの５年間において、△５％以上の人件費削減

を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18 年７月７日閣議決定）に基づき、

国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成23 年度まで継続する。 

 
 
 

（２）人件費以外の経費の削減 
・さらなる事務処理の効率化を進めるとともに、照明器具、冷暖房装置、事務機器等の学内施設設備を点検し、
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するなどにより、管理的経費の節減を図る。 省エネ機器への転換を計画的に推進する。また、日常的に節水、節電による省エネルギー、省資源など経費

抑制につながる活動を実施する。 
３ 資産の運用管理の改善に関する目標 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 
 ・資産の効率的・効果的な運用をめざす。 ・資産状況を的確に把握し、資産を効率的・効果的に運用する。 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関

する目標 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 
・全学的な組織の下に、自己点検・評価等の改善によ

り評価の充実を図るとともに、評価結果を大学運営

の改善に反映させる。 

・教育、研究、大学運営、社会貢献等における本学の諸活動の状況・貢献度を社会的要請等に配慮しつつ、自

己点検・評価、第三者評価等を実施し、それらの結果を基に大学運営の改善に活用する。 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 ２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 
・大学の教育研究等の活動状況及び大学運営に関する

情報を社会へ積極的に公開し、透明性の確保を図る。

・大学の教育研究活動や学術情報をはじめとし、中期目標・中期計画等の各種情報を広く公表する。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 
・立地環境等にふさわしい、中・長期的な施設整備基

本方針を明確にし、良好なキャンパス環境の形成を

図る。 

・立地環境等を考慮しつつ、中・長期的な計画に基づき、効率的な施設整備を行う。 

・老朽化施設設備を改善するとともに、計画的に既存の施設設備等を点検・補修し、維持管理を着実に実施す

る。 

・省エネルギー、省資源、環境への配慮、ユニバーサルデザイン等に配慮した施設設備の整備を行う。 

２ 安全管理に関する目標 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 
・教育研究環境の安全の確保と、緊急時の対応のため

に、安全管理体制の整備・充実に努める。 
・安全管理・事故防止に関し全学的な安全管理体制を整備・充実するとともに、教職員の意識の向上のために

安全管理に関する研修等を実施する。 

・防災に関する設備の点検と必要な措置を行うとともに、災害時の危機管理体制を確立する。 

３ 法令遵守に関する目標 

・法令を遵守した正確な経理など、適正な法人運営を

行う。 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

・職員就業規則、職員倫理規程、会計規程及び研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実

施基準）等に基づき、正確な経理を行うなど、法令を遵守した適正な法人運営を行う。 

４ 情報セキュリティに関する目標 

・教職員のセキュリティ意識の向上を図るとともに、

情報管理及び危機管理体制の充実を図る。 

４ 情報セキュリティに関する目標を達成するための措置 

・教職員の意識の向上のために情報セキュリティに関する研修等を実施する。 
・情報管理の体制の見直しと構築を行い、情報セキュリティポリシー及び実施基準・手順の見直しを行う。 

 （その他の記載事項）（別紙に整理） 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画   Ⅶ 短期借入金の限度額 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画   Ⅸ 剰余金の使途 

Ⅹ その他  １．施設・設備に関する計画  ２．人事に関する計画  ３．中期目標期間を超える債務負担 

４．積立金の使途 
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中期目標 中期計画 

  

別紙 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
  別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 
○ 短期借入金の限度額 
１ 短期借入金の限度額 
   １０億円 
２ 想定される理由 
  運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れることが想

定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
  （計画なし） 

 

Ⅸ 剰余金の使途 
決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

 

・小規模改修 

総額 

１５０

 

国立大学財務・経営

センター施設費交付

金 

（１５０） 

(注１) 金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設

備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 
(注２) 小規模改修について２２年度以降は２１年度同額として試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、長期借入金につい

ては、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編

成過程等において決定される。 
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２ 人事に関する計画 
 ・教職員の計画的かつ適正な配置と人件費の適正な管理に努める。 
 ・女性教員比率を30％以上にする。 
 ・事務職員などの資質、専門性向上を図るため、研修機会の確保に努める。 

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込 22,644百万円（退職手当は除く。） 

 

３ 中期目標期間を超える債務負担 
  （計画なし） 

 

４ 積立金の使途 

  前中期目標期間繰越積立金については、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 
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中期目標 中期計画 

 （別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

 

 

平成22年度～平成27年度 予算 

 

（単位：百万円） 

区   分 金  額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 

自己収入 

授業料及び入学料検定料収入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

長期借入金収入 

 

計 

21,484

0

0

150

9,988

9,653

0

0

335

1,257

0

32,879

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

長期借入金償還金 

 

計 

31,472

31,472

0

150

0

1,257

0

32,879

 

１．予 算 
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［人件費の見積り］ 

中期目標期間中総額22,644百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

 

注）人件費の見積りについては、平成23年度以降は平成22年度の人件費見積り額を踏まえ試算している。 
注）退職手当については、国立大学法人奈良女子大学退職手当規程に基づいて支給することとするが、運営費交

付金として交付される金額については、各事業年度の予算編成過程において国家公務員退職手当法に準じて算

定される。 
注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 

 

［運営費交付金の算定方法］ 
○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに対応した数式により算定して

決定する。 

 

Ⅰ〔一般運営費交付金対象事業費〕 
  ①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 
    ・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員にかかる給与費相当額及び

教育研究経費相当額。 

    ・ 附属学校の教育研究に必要な教職員のうち、標準法に基づく教員にかかる給与費相当額。 

②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。 
    ・ 学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の人件費相当額及

び教育研究経費。 
    ・ 附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。 

    ・ 法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。 

・ 教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。 

 

〔一般運営費交付金対象収入〕 
  ③「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額及び収容定員数に

授業料標準額を乗じた額の総額。（平成22年度入学料免除率で算出される免除相当額及び平成22年度授

業料免除率で算出される免除相当額については除外。） 
  ④「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収入（収容定員超過分等）及び

雑収入。平成22年度予算額を基準とし、第２期中期目標期間中は同額。 

 

Ⅱ〔特別運営費交付金対象事業費〕 
  ⑤「特別経費」：特別経費として、当該事業年度において措置する経費。 

 

Ⅲ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕 
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  ⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。 

 

 

 

１．毎事業年度の一般運営費交付金は、以下の数式により算定する。 
  Ａ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ） 

 

 （１）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）× β（係数） 
 （２）Ｆ（ｙ）＝｛Ｆ（ｙ－１）× α（係数）｝× β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ）± Ｕ（ｙ） 

 （３）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ） 

 

Ｅ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。 
  Ｆ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。 
  Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（③）、その他収入（④）を対象。 
  Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。 
       新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成過程において当該事業年度に

おける具体的な額を決定する。 
  Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。 
       学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。 
       各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定する。 
  Ｕ（ｙ）：施設面積調整額。 
       施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。 
       各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定する。 

 

２．毎事業年度の特別運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ） 

 

Ｈ（ｙ）：特別経費（⑤）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するために必要となる経費を

含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な額を決定す

る。 

 

３．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｃ（ｙ）＝ Ｉ（ｙ） 

 

Ｉ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するために必要となる経

費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な額を決

定する。 

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ） 
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 【諸係数】 
α（アルファ）：大学改革促進係数。 
        第２期中期目標期間中に各国立大学法人における組織改編や既存事業の見直し等を通じた大

学改革を促進するための係数。 
        現時点では確定していないため、便宜上平成22年度予算編成時と同様の考え方で△1.0％とす

る。 
        なお、平成23年度以降については、今後の予算編成過程において具体的な係数値を決定する。 
β（ベータ）：教育研究政策係数。 
       物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必要に応じ運用する

ための係数。 

       各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定する。 

 

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業

年度の運営費交付金については、予算編成過程において決定される。 
  なお、「特別運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」については、平成23年度以降は平成22年度と

同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、

各事業年度の予算編成過程において決定される。 

 

注）国立大学財務・経営センター施設費交付金収入は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上してい

る。 

 

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成22年度の受入見込額により試算し

た収入予定額を計上している。 

 

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。 

 

注）業務費及び施設整備費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試算した支出予定額を計上している。 

 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行われる事業経費

を計上している。 

 

注）上記算定方法に基づく試算においては、「教育研究政策係数」は１とし、「政策課題等対応補正額」、「教

育研究組織調整額」及び「施設面積調整額」については、０として試算している。 
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平成22年度～平成27年度 収支計画 

 

（単位：百万円） 

区   分 金  額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返負債戻入 

32,731

32,731

29,675

4,398

0

737

409

19,445

4,686

1,322

0

0

1,734

0

32,731

32,731

21,054

7,440

1,264

328

0

737

482

16

319

1,091

２．収支計画 
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臨時利益 

純利益 

総利益 

0

0

0

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 

 

 

 

 

 

平成22年度～平成27年度 資金計画 

 

（単位：百万円） 

区   分 金  額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料及び入学料検定料による収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの繰越金 

32,879

30,797

2,082

0

0

32,879

32,729

21,484

9,653

0

737

520

335

150

150

0

0

0

注）施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事業にかかる交付金

を含む。 

３．資金計画 
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中期目標 中期計画 

 

別表１（学部、研究科等） 
 

学 

部 

文学部 

理学部 

生活環境学部 

研

究

科 

人間文化研究科 

 
別表（収容定員） 
 

平

成

22

年

度

文学部      ６８０人 

理学部      ７２０人 

生活環境学部   ５８０人 

人間文化研究科  ５１０人   うち修士課程 ３６０人 

                  博士課程 １５０人    

平

成

23

年

度

文学部      ６８０人 

理学部      ７２０人 

生活環境学部   ５８０人 

人間文化研究科  ５１０人   うち修士課程 ３６０人 

                  博士課程 １５０人    

平

成

24

年

度

文学部      ６８０人 

理学部      ７２０人 

生活環境学部   ５８０人 

人間文化研究科  ５１０人   うち修士課程 ３６０人 

                  博士課程 １５０人    

平

成

25

年

度

文学部      ６８０人 

理学部      ７２０人 

生活環境学部   ５８０人 

人間文化研究科  ５１０人   うち修士課程 ３６０人 

                  博士課程 １５０人    

平

成

26

年

度

文学部      ６８０人 

理学部      ７２０人 

生活環境学部   ５８０人 

人間文化研究科  ５１０人   うち修士課程 ３６０人 

                  博士課程 １５０人    

平

成

27

年

度

文学部      ６８０人 

理学部      ７２０人 

生活環境学部   ５８０人 

人間文化研究科  ５１０人   うち修士課程 ３６０人 

                  博士課程 １５０人 
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